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A. 研究目的  

小児慢性疾患は子どもや親にとってトラウマ体験と

なり、療養の過程で家族構造を変化させ、家族機能

に影響を与えるとくに小児がん医療は生命を脅かす

疾患であることと同時に、治療が長期にわたり、潜

在化していた心理社会的課題が、療養を契機に顕在

化しやすい。わが国においても小児がん拠点病院の

施設基準項目において心理社会的支援の在り方の検

討が重ねられてきた。とくに療養を支援する職種

（チャイルドライフスペシャリスト：CLS、ホスピタ

ルプレイスペシャリスト：HPS、子ども療養支援士：

CCS）の存在意義は大きいが、当該職種の担う役割は

明確ではなく、施設間相違が存在する。 

小児医療、特に小児がん診療における当該職種のニ

ーズに関して、以下の実態調査を実施する。 

（１）小児がん医療に関わる医療スタッフを対象と

した我が国における心理社会的支援体制実態調査 

B. 研究方法 

（１）小児がん医療に関わる医療スタッフを対象と

した我が国における心理社会的支援体制実態調査 

① 対象：小児がん拠点病院、小児がん連携病院

に勤務する医師・看護師 

② 方法： 

 小児がん拠点病院会議で説明後、中央拠点病院事

務局、各拠点病院事務局を通じ対象施設に依頼した。

アンケートはオンライン上（Microsoft forms) 

 で実施し、当センター倫理委員会にて承認を得た。

(承認番号：２０２３−２７７） 

③ 調査期間 

 2024年4月22日～6月30日） 

C．研究結果（添付資料参照） 

【記述統計結果】 

全回答数は100件、有効回答数は99件であり、回答

者内訳としては医師が 58、看護師が 41であった。病

院種別回答数は、小児がん拠点病院が28、小児がん連

携病院 1-Aが 37、小児がん連携病院 1-Bが 25、小児

がん連携病院 3が 1、いずれの種別にも当てはまらな

い医療機関が6、その他が2であった。 

1． 当該職種の雇用状況と業務 

① 小児患者の療養を支援する専門職として、CLS、

HPSJ、HPS、CCSの雇用有無（複数回答可） 

小児がん拠点病院においては、CLS が 20、HPSJ が 6、

HPSが 2、CCSが 3、雇用していないが 4、その他が 4

であった。小児がん連携病院 1-Aにおいては、CLSが

11件、HPSJが5件、CCSが6件、雇用していないが15

件、その他が2件であった。小児がん連携病院1-Bに

おいては、CLSが 4件、HPSJが 1件、HPSが 3件、雇

研究要旨： 

日本の医療現場での当該職種（CLS（Child Life Specialist：チャイルド・ライフ・スペシャリスト）、HPS

（Hospital Play Specialist）、子ども療養支援士（Child Care staff））の認知度や、小児がん 

医療に関わる医療者を対象に調査した。医療スタッフから１００回答が得られた。結果、心理社会的支援を担う

チームを有する割合は約 5 割でありその名称は緩和ケアチーム、AYA チームなどが最多であった。必要とする職

種として小児がんを担当する医師・看護師以外に心理職、当該職種、SW、子どものこころ専門医等があげられた。 

当該職種の雇用有無と心理支援各業務の困難について、フィッシャーの正確確率検定による独立性の検定を行っ

た。当該職種の雇用により、 “プレパレーション “きょうだいへの支援”、“入院中の子どもの遊び” ” 

（p<.01）に関する心理社会的支援の業務に困難感が減少した。小児がん医療において当該職種のニーズは非常

に高く、また当該職種の雇用により心理社会的支援における現場スタッフの困難度が緩和される可能性がある。

また病床数5～10に1人に当該職種が必要との回答が最多であり、我が国でも今後KAZAKモデルにある

Universal群、Target群（小児がん患者の約70%程度）の心理社会的支援を可能にする人員配置が求められるだ

ろう。現場スタッフからの要望にもある国内での養成は必須であると考えられた。また心理社会的支援の実現は

そのリスクにより他職種、とくにＳＷ、心理職、こどものこころ専門医などとの連携も求められる。 
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用していないが 18 件、その他が 3 件であった。小児

がん連携病院 3においては、CLSが 1件、HPSが 1件

であった。いずれの種別にも当てはまらない医療機関

においては、CCSが 2件、雇用していないが 4件であ

った。その他においては、雇用していないが2件であ

った（図1.1）。 

② 当該職種を雇用している施設において、小児患者

の療養を支援する専門職の総雇用人数 

小児がん拠点病院においては、1 人が 5 件、2 人が 6

件、3人が 2件、4人が 4件、5人以上が 3件であっ

た。小児がん連携病院 1-Aにおいては、1人が 9件、

2人が 8件、4人が 1件であった。小児がん連携病院

1-Bにおいては、1人が1件、2人が2件、5人以上が

2件であった。小児がん連携病院 3においては、回答

が得られなかった。いずれの種別にも当てはまらない

医療機関においては、2人が 1件、5人以上が 1件で

あった。その他においても、回答が得られなかった（図

1.2）。 

③ 当該職種を雇用している施設において、小児患者

の療養を支援する専門職の勤務状況 

小児がん拠点病院においては、当該職種の専任が22件、

他職種との兼任が4件、他職種の専任が2件であった。

小児がん連携病院1-Aにおいては、当該職種の専任が

19件、他職種との兼任が2件、他職種の専任が2件で

あった。小児がん連携病院1-Bにおいては、当該職種

の専任が5件、他職種との兼任が1件、他職種の専任

が1件であった。小児がん連携病院3においては、当

該職種の専任が1件、他職種との兼任が1件であった。

いずれの種別にも当てはまらない医療機関において

は、当該職種の専任が2件であった。その他において

は、回答が得られなかった（図1.3）。 

④ 小児患者の療養を支援する職種として必要だと思

う人数 

小児がん拠点病院においては、0〜5床に 1人が 3件、

5〜10床に1人が8件、10〜15床に1人が5件、15〜

20床に 1人が 6件、20〜25床に 1人が 5件、30床以

上に1人が1件であった。小児がん連携病院1-Aにお

いては、0〜5床に 1人が 2件、5〜10 床に 1人が 11

件、10〜15床に1人が9件、15〜20床に1人が4件、

20〜25床に 1人が 1件、30床以上に 1人が 1件であ

った。小児がん連携病院1-Bにおいては、0〜5床に1

人が2件、5〜10床に1人が4件、10〜15床に1人が

3件であった。小児がん連携病院 3においては、10〜

15床に1人が1件であった。いずれの種別にも当ては

まらない医療機関においては、0〜5床に 1人が 2件、

10〜15床に 1人が 1件、20〜25床に 1人が 1件であ

った。その他においては、回答が得られなかった（図

1.4）。 

⑤ 当該職種を雇用していない施設において、当該職

種の雇用希望の有無 

小児がん拠点病院においては、希望ありが6件、どち

らでもないが2件、その他が3件であった。小児がん

連携病院 1-A においては、希望ありが 19 件、希望な

しが3件、その他が6件であった。小児がん連携病院

1-Bにおいては、希望ありが 13件、希望なしが 2件、

どちらでもないが4件、その他が3件であった。小児

がん連携病院3においては、希望ありが1件であった。

いずれの種別にも当てはまらない医療機関において

は、希望ありが4件、どちらでもないが1件であった。

その他においては、希望ありが1件、希望なしが1件

であった（図1.5）。 

⑥ 当該職種の診療報酬加算への要望の有無 

小児がん拠点病院においては、要望ありが21件、要望

なしが2件であった。小児がん連携病院1-Aにおいて

は、要望ありが32件、要望なしが1件、どちらでもな

いが2件であった。小児がん連携病院1-Bにおいては、

要望ありが 19 件、要望なしが 1 件、どちらでもない

が5件であった。小児がん連携病院3においては、要

望ありが1件であった。いずれの種別にも当てはまら

ない医療機関においては、要望ありが4件、どちらで

もないが2件であった。その他においては、要望あり

が1件、要望なしが1件であった（図1.6）。 

⑦ 診療報酬加算が取れた場合の当該職種の雇用希望

の有無 

小児がん拠点病院においては、“とてもそう思う”が11

件、“そう思う”が15件、“どちらともいえない”が1

件であった。小児がん連携病院1-Aにおいては、“とて

もそう思う”が18件、“そう思う”が12件、“どちら

ともいえない”が5件であった。小児がん連携病院1-

Bにおいては、“とてもそう思う”が13件、“そう思う”

が5件、“どちらともいえない”が7件であった。小児

がん連携病院 3 においては、“そう思う”が 1 件であ

った。いずれの種別にも当てはまらない医療機関にお

いては、“とてもそう思う”が 4件、“そう思う”が 1

件、“どちらともいえない”が1件であった。その他に

おいては、“そう思う”が2件であった（図1.7）。 

⑧ 日本における当該職種養成の必要性 

小児がん拠点病院においては、必須が23件、どちらで

もないが5件であった。小児がん連携病院1-Aにおい

ては、必須が28件、どちらでもないが3件、必須では

ないが2件、その他が2件であった。小児がん連携病

院1-Bにおいては、必須が20件、どちらでもないが3

件であった。小児がん連携病院3においては、必須が

1 件であった。いずれの種別にも当てはまらない医療

機関においては、必須が6件であった。その他におい

ては、必須が2件であった（図1.8）。 
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⑨ 当該職種に担当してほしい業務（複数回答可） 

最も希望が多かった業務としては、治癒的遊び（メデ

ィカル・プレイ）が64件あり、小児がん拠点病院が26

件、小児がん連携病院 1-A が 26 件、小児がん連携病

院1-Bが8件、小児がん連携病院3が1件、いずれの

種別にも当てはまらない医療機関が 3 件であった。2

番目に希望が多かった業務としては、検査や処置のプ

レパレーションが 63件あり、小児がん拠点病院が 26

件、小児がん連携病院 1-A が 25 件、小児がん連携病

院1-Bが7件、小児がん連携病院3が1件、いずれの

種別にも当てはまらない医療機関が 4 件であった。3

番目に希望が多かった業務としては、病気や治療に関

するお話が62件あり、小児がん拠点病院が27件、小

児がん連携病院 1-A が 23 件、小児がん連携病院 1-B

が7件、小児がん連携病院3が1件、いずれの種別に

も当てはまらない医療機関が 4件であった。4番目に

希望が多かった業務としては、きょうだいへの支援が

61件あり、小児がん拠点病院が 26件、小児がん連携

病院 1-Aが 24件、小児がん連携病院 1-Bが 7件、い

ずれの種別にも当てはまらない医療機関が4件であっ

た（図1.9）。 

2． 心理社会的支援に関するチーム医療 

① 小児がん患者（0〜18 歳未満）の心理社会的支援

に関わるチームの有無 

小児がん拠点病院においては、ありが22件、なしが5

件、その他が1件であった。小児がん連携病院1-Aに

おいては、ありが17件、なしが19件、その他が1件

であった。小児がん連携病院1-Bにおいては、ありが

11件、なしが 13件、その他が 1件であった。小児が

ん連携病院3においては、なしが1件であった。いず

れの種別にも当てはまらない医療機関においては、あ

りが 3 件、なしが 3 件であった。その他においては、

なしが2件であった（図2.1）。 

② チームの定期的カンファレンスの開催有無 

小児がん拠点病院においては、ありが20件、なしが2

件であった。小児がん連携病院1-Aにおいては、あり

が 11件、なしが 3件、その他が 3件であった。小児

がん連携病院 1-Bにおいては、ありが 8件、なしが 3

件、その他が2件であった。小児がん連携病院3にお

いては、回答が得られなかった。いずれの種別にも当

てはまらない医療機関においては、ありが3件であっ

た。その他においても、回答が得られなかった（図2.2）。 

③ チームに関わる職種 

最もチームに関わっている職種としては、医師が51件

であり、小児がん拠点病院が22件、小児がん連携病院

1-Aが 15件、小児がん連携病院 1-Bが 11件、いずれ

の種別にも当てはまらない医療機関が 3 件であった。

2 番目にチームに関わっている職種としては、看護師

が51件であり、小児がん拠点病院が21件、小児がん

連携病院1-Aが15件、小児がん連携病院1-Bが11件、

いずれの種別にも当てはまらない医療機関が3件であ

った。3 番目にチームに関わっている職種としては、

心理職が44件であり、小児がん拠点病院が21件、小

児がん連携病院 1-A が 11 件、小児がん連携病院 1-B

が9件、いずれの種別にも当てはまらない医療機関が

3件であった（図2.3）。 

④ 小児患者の心理社会的支援に必要だと思われる職

種 

最も心理社会的支援に必要だと思われる職種として

は、看護師が63件であり、小児がん拠点病院が25件、

小児がん連携病院 1-Aが 22件、小児がん連携病院 1-

Bが11件、いずれの種別にも当てはまらない医療機関

が 5件であった。2番目に心理社会的支援に必要だと

思われる職種としては、心理職が62件であり、小児が

ん拠点病院が 24件、小児がん連携病院 1-Aが 22件、

小児がん連携病院 1-B が 11 件、いずれの種別にも当

てはまらない医療機関が 5件であった。3番目に心理

社会的支援に必要だと思われる職種としては、小児が

ん専門医が 61 件であり、小児がん拠点病院が 24 件、

小児がん連携病院 1-Aが 22件、小児がん連携病院 1-

Bが10件、いずれの種別にも当てはまらない医療機関

が5件であった（図2.4）。 

3． 心理社会的支援業務の困難度と当該職種雇用有

無 

① 困難を感じる心理社会的支援 

困難を感じる業務として最も多かった項目は、移行支

援の76件であり、小児がん拠点病院が22件、小児が

ん連携病院 1-Aが 31件、小児がん連携病院 1-Bが 18

件、小児がん連携病院3が1件、いずれの種別にも当

てはまらない医療機関が2件、その他が2件であった。

2番目に多かった項目は、きょうだいへの支援の71件

であり、小児がん拠点病院が15件、小児がん連携病院

1-Aが 29件、小児がん連携病院 1-Bが 20件、小児が

ん連携病院3が1件、いずれの種別にも当てはまらな

い医療機関が 4件、その他が 2件であった。3番目に

多かった項目は、グリーフへの支援の63件であり、小

児がん拠点病院が 17件、小児がん連携病院 1-Aが 28

件、小児がん連携病院 1-B が 15 件、小児がん連携病

院3が1件、いずれの種別にも当てはまらない医療機

関が4件、その他が2件であった（図3.1）。 

② 当該職種の雇用と業務困難度の検討 

 小児医療に携わる医師や看護師などの医療従事者

を対象にアンケートを実施し、当該職種の雇用と心理

支援各業務の困難について、フィッシャーの正確確率

検定による独立性の検定を行った。フィッシャーの正

確確率検定では、実際に得られたデータをもとに、起
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こりうる全ての組み合わせについて、その生起確率を

算出する。その後、実測された組み合わせの生起確率

以下の総和をp値とし、事前に定めた有意水準を下回

った場合、帰無仮説を棄却し、対立仮説を採用する。  

 本分析では、当該職種の雇用、および心理支援各業

務の困難の有無をもとに、2×2のクロス集計表を作成

した。当該職種の雇用の有無については、回答者が所

属している施設において当該職種を雇用しているか、

していないかの2次元を設定した。困難の有無につい

ては、質問に対する回答のうち、“困難を感じている”、

“とても困難を感じている”を困難あり群、“困難を感

じていない”、“あまり困難を感じていない”を困難な

し群として2次元設定した。  

心理支援各業務に対して Fisher の正確確率検定を行

ったところ、“2.プレパレーション”、“9.きょうだいへ

の支援”において、当該職種の雇用の有無と業務の困

難さの間に有意な関連性（p<.05）が見られた（表1お

よび表 2）。また、“6.入院中の子どもの遊び”におい

ても、有意な関連性（p<.01）が見られた（表3）。  

以上の結果から、“プレパレーション”、“きょうだいへ

の支援”、“入院中の子どもの遊び”に関する業務にお

いては、施設内での当該職種の雇用により、小児医療

に携わる医療従事者の困難度が有意に低くなるとい

える。  

D. 考察 

当該職種を雇用してないという回答数は４３で半数

程度であり雇用している回答数の中では、当該職種の

雇用数は1～2名が多く一部の拠点病院では４，5人雇

用という施設が存在した。専任雇用は約半数であり、

拠点病院であっても専任でない雇用があるという現

状であった。（拠点病院の全 Nは 28、専任としての雇

用という回答数は22）一方、当該職種の必要数は病床

数５〜10床に1名必要という回答が最多であり、当該

職種の診療報酬加算への要望は高値であり、診療報酬

加算の適応があれば当該職種を雇用したいという回

答数も高値であった。H24 年度田中らの厚労科件報告

による当該職種のニーズに比較し、令和６年度実施の

当該研究調査結果におけるニーズはより高値となり、

さらに日本での当該職種養成の必要性がより高く求

められた結果であった。このような結果から、特に小

児がん医療において当該職種のニーズは高く、また実

際に当該職種の雇用により心理社会的支援における

現場スタッフの困難度が一部緩和される可能性が示

された。 また病床数5～10に1人に当該職種が必要

との回答が最多であり、このニーズはKAZAKモデルに

あるUniversal群、Target群（小児がん患者の約70%

程度）の心理社会的支援を可能にする人員配置とも一

致していることが示唆される。当該職種の有資格者数

はまだ少なく、現場スタッフからの要望にもある国内

での養成は必須であると考えられる。 

また心理社会的支援の実現は今回の調査から困難度

が高いことが示された移行支援、グリーフやトラウマ

ケアなどへの対策も重要であり、心理社会的リスクに

より、当該職種とＳＷをベースとした、心理職、こど

ものこころ専門医などとの連携も求められると考え

る。 

E. 結論 

当該職種は小児がん医療における心理社会的支援

を担う一つの職種として必須である。今後日本で

の養成により当該職種を増員すること、リスクに

応じた他職種との連携体制 

構築が急務の課題である。 
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